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道内景気は、緩やかに回復している。生産活動は持ち直しの動きが見られる。需要面をみ

ると、個人消費は、一部に弱い動きがみられるものの、緩やかに持ち直している。住宅投資

は前年を下回っている。設備投資は持ち直し基調が続いている。公共投資は、減少してい

る。輸出は、持ち直し基調が続いている。観光は、外国人入国者数が好調を維持している。

雇用情勢は有効求人倍率の改善が続いている。企業倒産は件数が前年を下回った。消費者

物価は、１８か月連続で前年を上回っている。
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１．景気の現状判断DI～５か月ぶりに上昇

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、６月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を１．２ポイン

ト上回る４７．８と５か月ぶりに上昇した。横ば

いを示す５０を５か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．７ポイント上回る５１．１となり、横ばいを

示す５０を４か月ぶりに上回った。

５月の鉱工業生産指数は（９９．３季節調整済

指数、前月比＋０．９％）と３か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では＋１．８％と２ヶ

月連続で上昇した。

業種別では、電気機械工業、化学工業など

４業種が前月比低下、鉄鋼業、窯業・土石製

品工業、輸送機械工業など１２業種が前月比上

昇となった。

道内経済の動き

― １ ― ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

ｏ．２６５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2018.07.17 19.39.13  Page 1 



%

百貨店 スーパー コンビニエンスストア

54322018/112111098762017/5
-10

-2
-4

0
2
4

8
6

-6
-8

３．百貨店等販売額～７か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）
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４．乗用車新車登録台数～２か月連続で減少

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球
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５．札幌ドーム来場者～３か月ぶりに減少

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

５月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲０．４％）は、７か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比＋０．２％）は、その他以外

は前年を下回った。スーパー（同▲０．５％）

は、７か月ぶりに前年を下回った。品目別で

は飲食料品以外は前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋０．２％）

は、７か月連続で前年を上回った。

５月の乗用車新車登録台数は、１４，３５６台

（前年比▲１．５％）と２か月連続で前年を下

回った。車種別では、小型車（同＋１．９％）

が前年を上回った。普通車（同▲４．９％）、軽

乗用車（同▲１．７％）が前年を下回った。

１～５月累計では、７９，４２６台（前年比

▲２．４％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲２．３％）、小型車（同▲７．９％）が

前年を下回り、軽乗用車（同＋３．７％）が前

年を上回っている。

５月の札幌ドームへの来場者数は、３０４千

人（前年比▲２１．９％）と３か月ぶりに前年を

下回った。内訳は、プロ野球２５５千人（同

▲２４．１％）、サッカーの開催はなく、その他

が４９千人（同＋３４５．０％）だった。

道内経済の動き

― ２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年８月号
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６．住宅投資～２か月連続で減少

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～２か月ぶりに減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～２か月連続で減少

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

５月の住宅着工数は３，２８２戸（前年比

▲４．８％）と２か月連続で前年を下回った。

利用関係別では、持家（同▲１．１％）、貸家

（同▲５．９％）、給与（同＋６０．０％）、分譲（同

▲１２．６％）となった。

１～５月累計では１２，８４２戸（前年比

▲６．７％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同＋１．１％）、貸家（同▲８．２％）、

給与（同＋３２．６％）、分譲（同▲１９．２％）と

持家と給与を除いて減少している。

５月の民間非居住用建築物着工面積は、

２０５，３９８㎡（前年比▲１０．２％）と２か月ぶり

に前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲８９．６％）、非製造業（同▲１．２％）であっ

た。

１～５月累計では、６３３，９３９㎡（前年比

▲１．８％）と前年を下回っている。業種別で

は、製造業（同▲３０．９％）、非製造業（同

▲３３．９％）といずれも前年を下回っている。

６月の公共工事請負金額は、１，２２４億円

（前年比▲１０．６％）と２か月連続で前年を下

回った。

発注者別では、国（同▲２２．９％）、北海道

（同▲４．６％）、市町村（同▲１．０％）、その他

（同▲６３．６％）が前年を下回ったが、独立行

政法人（同＋５０．８％）、地方公社（同

＋２４．０％）が前年を上回った。

道内経済の動き

― ３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年８月号
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～４か月ぶりに減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～２４か月連続で増加

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が２か月連続で増加

貿易動向

（資料：函館税関）

５月の国内輸送機関利用による来道客数

は、１，１１７千人（前年▲３．５％）と４か月ぶり

に前年を下回った。輸送機関別では、航空機

（同▲１．９％）、JR（同▲１３．５％）、フェリー

（同▲１０．１％）と全ての輸送機関で前年を下

回った。

１～５月累計では、５，１５６千人（同

＋１．１％）と前年を上回っている。

５月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、１３４，６０９人（前年比＋２２．９％）と２４か月

連続で前年を上回った。１～５月累計では、

７６５，４８９人（同＋２２．４％）と前年を上回って

いる。

空港・港湾別では、新千歳空港が１２５，３６９

（前年比＋２３．２％）、旭川空港が１，２９８人（皆

増）、函館空港が７，７５８人（同＋１．１％）だっ

た。

５月の貿易額は、輸出が前年比１１．７％増の

２９８億円、輸入が同２１．１％増の１，２８２億円だっ

た。

輸出は、魚介類・同調製品、自動車の部

品、鉱物性タール・粗製薬品などが増加し

た。

輸入は、原油・粗油、石油製品などが増加

した。

輸出は、１～５月累計では１，６４８億円（前

年比▲０．６％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

ｏ．２６５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／００１～００５　道内経済の動き  2018.07.17 09.43.06  Page 4 



有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～改善が進んでいる

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数は５か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～１８か月連続で前年を上回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

５月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、１．０７倍（前年比＋０．０６ポイント）と１００

か月連続で前年を上回った。

新規求人数は、前年比＋３．１％と２か月連

続で前年を上回った。業種別では、医療、福

祉（同＋６．４％）、建設業（同＋９．１％）、宿泊

業、飲食サービス業（同＋６．２％）などが前

年を上回ったが、卸売業、小売業（同

▲６．９％）、サービス業（同▲６．７％）などが

減少した。

６月の企業倒産は、件数が１９件（前年比

▲１７．４％）、負債総額が２０億円（同▲４８．０％）

だった。件数は５か月連続で下回った。

業種別ではサービス業・他が１０件、卸売業

が３件、製造業、小売業が各２件などとなっ

た。

５月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．０（前月比＋０．２％）と４か

月連続で上昇した。前年比は＋１．５％と、１８

か月連続で前年を上回った。

生活関連重要商品等の価格について、６月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

はおおむね安定している。石油製品の価格は

調査基準日（６月１０日）時点で前月と比べ値

上がりしている。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年８月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０１８年４～６月期 実績

前期に比べ、売上DI（△３）は横ば
い、利益DI（△１３）は１ポイントの微
増と、業況に足踏み感がみられる。建設
業やホテル・旅館業などで業況が後退。
一方、今回の調査では米国による鉄鋼・
アルミニウム輸入規制の影響に関する声
は、ほとんど聞かれなかった。

２．２０１８年７～９月期 見通し

前期に比べ、売上DI（０）は３ポイ
ントの上昇、利益DI（△９）は４ポイ
ント上昇。前期業況改善の反動減を見込
む食料品製造業と公共工事減少を見込む
建設業を除き、幅広い業種で持ち直す見
通し。

項 目
２０１５年
４～６７～９１０～１２１～３

２０１６年
４～６７～９１０～１２１～３

２０１７年
４～６７～９１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９

見通し

売上DI △９ △９ △９ △１９ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ ０
利益DI △８ △１０ △７ △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △９

定例調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０１８年４～６月期実績）

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 業況に足踏み感
売上ＤＩ １ ５ △３ △３ △３ ０
利益ＤＩ △７ △９ △１４ △１３ △８ △９

製造業 横ばい圏の動き続く
売上ＤＩ △４ △３ △６ △３ ０ △８
利益ＤＩ △１２ △１４ △１１ △１１ △７ △１４

食料品 総体では業況改善。製菓・畜産が堅調。水産
も持ち直しの動き。一部で原材料高が重荷。

売上ＤＩ △１０ △８ △３ ８ △６ ０
利益ＤＩ △１７ △２５ △２２ △８ △１３ △１１

木材・木製品 製材に持ち直しの動き。
売上ＤＩ △１１ ６ △７ △５ ７ １１
利益ＤＩ △１１ ６ △１４ △１１ ０ △６

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼が改善の一方で、機械に一服
感。

売上ＤＩ △６ △３ ３ ０ ３ △５
利益ＤＩ △１４ △１０ ３ △８ △６ △５

非製造業 建設業、ホテル・旅館業の業況が後退したも
のの、非製造業全体では横ばい圏の推移。

売上ＤＩ ３ ８ △２ △３ △４ ４
利益ＤＩ △６ △７ △１５ △１３ △８ △７

建設業 公共工事は弱含みの一方で、民間工事は持ち
直し。土木に減速感あるも、建築は堅調。

売上ＤＩ １ ７ ６ ０ △１６ △７
利益ＤＩ △６ △１ １ △５ △１４ △１５

卸売業 資材卸・食品卸・機械卸に持ち直
しの動き。

売上ＤＩ △８ ８ △７ △７ ０ ５
利益ＤＩ △６ △２ △２７ △１９ △１２ △２

小売業 業態により業況にバラツキ。
売上ＤＩ ８ １９ △４ ０ ７ １５
利益ＤＩ △２ ２ △２９ △２０ △４ △５

運輸業 物流増から貨物は持ち直し。旅客
は軟調続く。

売上ＤＩ △１１ △６ △２１ △１１ △１７ △４
利益ＤＩ △９ △３２ △２８ △１５ △１０ △１９

ホテル・旅館業 施設稼働の制約やコスト上昇など
から業況に頭打ち感。

売上ＤＩ ２７ ７ △６ △２５ ２８ △１５
利益ＤＩ １８ △１３ △６ △２０ ３３ △１０

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１６年
１～３

２０１６年
４～６

２０１６年
７～９

２０１６年
１０～１２

２０１７年
１～３

２０１７年
４～６

２０１７年
７～９

２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △１９ △９ △７ △４ △５ ３ １ ５ △３ △３ △３ ０
利益ＤＩ △１２ △６ △５ △７ △９ △４ △７ △９ △１４ △１３ △８ △９

札 幌 市
売上ＤＩ △２５ △１３ △４ △９ △３ ４ ４ ６ △１ △４ ８ ３
利益ＤＩ △１７ △１１ △１ △９ △９ △１０ △５ △１２ △１６ △１６ △５ △８

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ △８ ０ △９ ６ △２ １３ １０ ３ ６ １５ △４ １１
利益ＤＩ ７ ８ ６ △２ △４ ８ △８ △３ △３ ４ △３ △１

道 南
売上ＤＩ △１７ △３ ０ ６ △１２ △１５ △４３ △１３ △２９ △１３ △２４ △２３
利益ＤＩ △１７ ５ △５ ６ △２７ △２１ △４６ △３６ △３６ △２７ △２７ △３３

道 北
売上ＤＩ △２４ △１３ △１３ △５ △９ △７ ４ １１ △１０ ０ △１０ ４
利益ＤＩ △１７ △７ △２０ △１０ △７ ０ ４ ２ △６ △２ ０ ６

道 東
売上ＤＩ △１８ △９ △１２ △９ △４ ８ ３ １０ ０ △２０ △１０ △１０
利益ＤＩ △１７ △１６ △１７ △９ △８ ０ ０ △３ △１７ △２６ △１７ △２０

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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鉄鋼・金属・機械 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金） 
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＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金） 
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＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�人手不足（６４％） △１ 運輸業（８５％）、建設業（７６％）、ホテル・旅館業（７５％）の人手不足
が続く。

�原材料価格上昇（４６％） ＋２ 小売業（３８％）で１５ポイント、ホテル旅館業（８０％）で１３ポイント上
昇。

�人件費増加（３３％） ＋１ 木材・木製品（３７％）で１６ポイント上昇する一方、運輸業（２３％）で
１８ポイントの下降。

�諸経費の増加（３３％） △４ ホテル旅館業（３５％）で１５ポイント、鉄鋼・金属製品・機械（２４％）
で１４ポイント、それぞれ下降。

�売上不振（２９％） ±０ 木材・木製品および鉄鋼・金属製品・機械で３位。運輸業（４％）で
１０ポイントの下降。

�過当競争（２４％） ±０ 小売業（４９％）が引続き高水準。卸売業（３８％）も９ポイント上昇。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移

（複数回答）
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第６９回定例調査（２０１８年４～６月期実績、２０１８年７～９月期見通し）
回答期間：２０１８年５月中旬～６月上旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�人手不足
① ② ③ ② ① ① ① ① ① ① ① ② ①
６４ ５６ ５６ ４７ ６２ ５４ ６７ ７６ ４８ ５９ ８５ ７５ ７２
（６５）（５２）（６６）（３６）（５０）（４４）（６９）（７８）（４３）（６８）（８３）（８９）（７２）

�原材料価格上昇
② ① ① ① ② ② ② ② ② ③ ② ①
４６ ６１ ７５ ６８ ５１ ５０ ４０ ３４ ４５ ３８ ５０ ８０ ２４
（４４）（６５）（７５）（７９）（６２）（４４）（３６）（３２）（４３）（２３）（６６）（６７）（１７）

�人件費増加
③ ③ ② ③ ②
３３ ３９ ５８ ３７ ２２ ３８ ３０ ２７ ３１ ２８ ２３ ４５ ３４
（３２）（３３）（５０）（２１）（２４）（２８）（３２）（３２）（２４）（３０）（４１）（４４）（３５）

�諸経費の増加
③ ③ ② ②
３３ ３０ ４７ ３２ ２４ １３ ３４ ３４ ３３ ３６ ５０ ３５ ２４
（３７）（３８）（５０）（２９）（３８）（２２）（３７）（３３）（３８）（３４）（５９）（５０）（２８）

�売上不振
③ ③ ③ ③

２９ ３５ ３１ ４２ ３０ ４６ ２６ ２２ ３１ ３６ ４ ２５ ３０
（２９）（３６）（２８）（４３）（３８）（３９）（２７）（２４）（２６）（４３）（１４）（２２）（２８）

�過当競争
③ ②

２４ １６ １４ １１ １６ ２１ ２７ ２３ ３８ ４９ ８ ２０ １８
（２４）（１１）（９）（７）（１５）（１１）（２８）（２６）（２９）（５２）（７）（６）（２８）

�販売価格低下 ７ ９ １１ ０ ８ １７ ６ １ １４ ５ ４ １０ ４
（９）（６）（６）（７）（３）（１１）（１０）（２）（１６）（１６）（３）（１１）（１５）

	価格引き下げ要請 ６ ４ ８ ０ ５ ０ ７ ４ １６ ３ ４ ０ ８
（８）（９）（６）（７）（１２）（１１）（７）（２）（２１）（２）（３）（－）（９）


資金調達 ５ ８ ６ ５ ８ １３ ４ ４ ５ ３ ０ １０ ４
（４）（５）（３）（７）（６）（６）（４）（２）（５）（５）（－）（６）（４）

�設備不足 ５ ８ ８ ０ ５ １７ ４ ０ ５ ０ ４ ２０ ４
（７）（１６）（２２）（－）（１５）（２２）（４）（１）（５）（２）（－）（１７）（４）

�代金回収悪化 １ １ ３ ０ ０ ０ １ ０ ５ ３ ０ ０ ０
（２）（１）（－）（－）（３）（－）（２）（－）（５）（５）（－）（－）（－）


その他 ３ ４ ８ ０ ３ ４ ３ ５ ２ ５ ４ ０ ０
（３）（７）（１３）（７）（６）（－）（２）（１）（－）（２）（３）（－）（４）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３８８ １００．０％
札幌市 １５０ ３８．７ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ８５ ２１．９
道 南 ３０ ７．７ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５３ １３．７ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７０ １８．０ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ７０２ ３８８ ５５．３％
製 造 業 １９７ １１７ ５９．４
食 料 品 ６８ ３６ ５２．９
木 材 ・ 木 製 品 ３３ １９ ５７．６
鉄鋼・金属製品・機械 ６０ ３８ ６３．３
そ の 他 の 製 造 業 ３６ ２４ ６６．７
非 製 造 業 ５０５ ２７１ ５３．７
建 設 業 １３８ ７４ ５３．６
卸 売 業 １０５ ５９ ５６．２
小 売 業 ９３ ４１ ４４．１
運 輸 業 ５３ ２７ ５０．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ ２０ ５７．１
その他の非製造業 ８１ ５０ ６１．７

業種別回答状況
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今回の調査では、人手不足に加え、原材料価格などのコスト上昇が収益を圧迫している様

子が見られました。コスト上昇への対応が、喫緊の経営課題になっていますが、対応策とし

て、商品差別化・代替品提案・アウトソーシングやIT利用による業務効率化のほか、価格転

嫁への粘り強い交渉といった声もきかれました。価格転嫁については業種・業態や扱う商

品・製品により対応に濃淡があるようです。以下に企業から寄せられた生の声をご紹介いた

します。

１．食料品製造業 ２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械

＜食料品製造業＞ 新幹線効果の反動減に加

え、函館市内でホテル新規開業等が相次ぐ見

通し。宴会受注の競合激化から減収局面は避

けられず、設備・人的体制の見直しが急務。

＜水産加工業＞ 人手不足の深刻化で生産能

力の低下が著しく、出荷を制限せざるを得な

い。

＜食料品製造業＞ 原材料の仕入価格が年々

上昇し、販売価格の見直しが必要。「低価格

帯」と「引上げした価格帯」で商品の差別化

を図っているが、他社製品と比較した場合の

優位性も必要で、思う様に進まない。

＜水産加工業＞ 病院等の受注先に対し、給

食大手が進出。大手は大量生産品を使用する

ため、小規模な事業者は苦戦している。

＜製材業＞ 物流の環境が悪化しており、本

州送りが難しくなっている。特にBtoC（企

業と消費者の取引）では、１年前と比べ、倍

以上の単価になっている。

＜金属製品製造業＞ 土木工事向け商品の受

注がかなり減少している。同業他社からも同

じような話を聞いており、土木工事向け以外

の受注獲得に注力している。

＜金属製品製造業＞ 公共事業に関しては、

災害復旧関連工事がまだ残ってはいるものの

多くは期待できない。そのため民間建築工事

に対する営業強化を図っていく。

経営のポイント

コスト上昇への対応が喫緊の経営課題に
〈企業の生の声〉
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４．その他の製造業

５．建設業

６．卸売業

＜金属製品製造業＞ 道内ホテル装飾および

本州アパレル系装飾金物が順調。但し、受注

増加に対応できる人材の育成と確保が課題。

観光および東京オリンピック関連の新装・改

装に向け、元請先からの受注を強化する。

＜コンクリート製品製造業＞ 現時点では前

年度と変わりないが、公共事業の減少がひど

く、今後の見通しは大変厳しい。来年度は少

し明るい見通しなので、何とか今年度を乗り

切っていきたい。

＜建設業＞ 上川管内の官公庁発注工事は減

少と予想。下請工事の受注もしくは受注エリ

アの拡大が必要。

＜建設業＞ 十勝地区の公共事業削減によ

り、土木工事の受注は困難。秋口にかけての

受注競争にかかっている。一方、建築工事の

受注は堅調だが、人手不足で新規物件の受注

が難しい。

＜建設業＞ 業界自体慢性的な人手不足。働

き方改革もあるので、i-Construction（ICTの

全面的な活用など）を意識し、BIM（３Dの

建物情報モデル構築）などの積極的な取り入

れにより、効率化を図ることが急務である。

＜電気通信工事業＞ 新卒採用は大苦戦。学

校訪問を重ねるも、完全な売り手市場で、ど

の学校も本州企業の内定が早い。高卒採用に

軸足を移す予定。

＜住宅建築業＞ 年毎に仕事量が変動するた

め人材確保のバランスが難しい。

＜肥料卸売業＞ 顧客である農家は、後継者

不足と規模拡大の流れで減少。新規開拓を意

欲的に行う。

＜化学製品卸売業＞ 得意先の業況が良く比

較的良好な結果が得られている。道外の得意

先獲得に向けた動きが必要であると思う。

＜穀物卸売業＞ 道産大豆の生産は安定する

も、供給過剰で価格は下落傾向。精白米の安

売りもあり、利益確保が厳しい。

経営のポイント
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７．小売業

８．運輸業

９．ホテル・旅館業

＜ビニール製品卸売業＞ 原油やナフサの価

格上昇と国内のエチレン生産設備の減少によ

り原材料価格が上がっているが、価格転嫁が

難しく利益率は低下する。しかし、もともと

利幅の低い商品では大幅な価格転嫁が見込め

るものもあり、全体で利益は確保できる見込

み。

＜鋼材卸売業＞ 今期の建築需要はスロース

タート。特にRCの物件は出が遅く売上不振。

＜自動車部品卸売業＞ 米国の鉄鋼・アルミ

ニウム輸入制限に伴い、当該事業の多少の縮

小が考え得る。

＜包装用品卸売業＞ 仕入価格の上昇に対し

販売価格への即時転嫁は出来ていない状況。

ねばり強い交渉と代替品の提案によって商圏

を失わないよう注力中。

＜その他小売業＞ 構造改革に取り組んだ事

で、売上は横ばいながら高収益体質となっ

た。成長戦略としての新規事業模索と生産効

率の向上を目指した機械の増設を検討する。

＜事務用品小売業＞ 新規取引が減少。配送

料等の高騰分を売上に転嫁する事も難しい。

今後は、アウトソーシング及びITの利用で業

務の効率化を図る。

＜運輸業＞ 燃料価格の上昇や整備工場の修

理費用の増加等が収益を圧迫している。適正

な運賃の収受が課題。

＜運輸業＞ 協力会社におけるドライバー不

足が顕著化しているが、対応は今のところ

個々の企業努力に頼り切り。また取扱貨物量

の増加で置場の不足に苦しんでいるが、港周

辺は当社を含めた同業者の所有であり、多少

離れた土地を借りざるを得ないのが現状。

＜観光ホテル＞ 大浴場の稼働に必要な重油

の値上げや電気料金の値上げが経営を圧迫し

ている。

＜都市ホテル＞ 予約状況からは前年度を上

回る売上・利益は見込めない。これから繁忙

期に入るが売上を伸ばすためにも客室の増築

を急ぎたい。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年８月号
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１０．その他非製造業

＜自動車整備業＞ 仕事はたくさんあるもの

の、人手不足で従業員が集まらず納期がかな

り遅れている。今後ベトナム人研修生を増や

し、研修生６名の体制とする。

＜廃棄物処理業＞ 市からの委託料が１０年以

上右肩下がりになっており、他の業務でカ

バーしなければならない。一方で労務単価は

上がっている。

＜土木建築サービス＞ 官公庁からの受注に

おいて工事品質が落札要因になり、技術力向

上のため職員の啓発活動とコストが必要。中

小企業においては教育時間の捻出が課題とな

る。

＜ソフトウェア開発業＞ 新元号や消費税引

き上げへの対応など、収益に直結しない部分

を整理しながら進めることが重要。

＜広告業＞ 顧客が新聞広告離れや広告費の

削減をしているようで昨年秋口から売上の落

ち込みが大きい。新聞の発行部数は今後も減

少していくと思うので、他媒体へのシフトを

早急に進めていく。

経営のポイント

― １８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年８月号
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― １９ ― ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

【右から同社社員の金正福さん、日諸マルセロ優二さん、加藤雄大さん、中村拓哉社長】

１．はじめに

AI（Artificial Intelligence 人工知能）という言葉をここ数年、新聞、雑誌、テレビで頻繁に見

聞きします。「経済成長のカギ」ともいわれていますが、それを活用した事例についてはなかなか

わかりづらいようです。

北海道内でもAIを活用する企業が増えはじめてきました。そこで、北大発ベンチャー認定企

業をご紹介する第３回目は、AI事業を柱とするベンチャー企業の株式会社 調和技研（札幌市

代表取締役 中村拓哉氏）について皆様にお届けします。

２００９年に北海道大学情報科学研究科調和系研究室から誕生した株式会社 調和技研（以下、調

和技研）は、社員１５名の多くが同研究室の出身で、博士号取得者が７名在籍している研究者集団

です。大学と連携して、先端的な研究成果の社会実装を目指しています。

北大発ベンチャー

株式会社 調和技研
中村 拓哉 社長に聞く
～大学での研究とともに歩み、成長する企業～

北海道大学 産学・地域協働推進機構

千脇 美香
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北大発ベンチャー

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

【社内にある参考図書類】

２．AI（人工知能）の歩み

まず、同社の中村社長に、AIとは何なのかと質問してみました。

少し困った様子を見せた中村社長は、「AIの定義は非常に難しいんです。なぜかというと、研

究者によってそれぞれAIをどう考えるのか、考え方が違うからです」と答えてくれました。

歴史を遡ると、今から６０年以上前の１９５６年夏、米国東部のダートマスで開催された会議で、史

上初めて、人間のように考える機械をAI、人工知能と呼びました。世の中にAIという言葉が誕

生した瞬間でした。それ以来、AIの定義は人によって千差万別です。

１９５０年代後半から６０年代にかけての第１次AIブームでは、コンピューターに「推論・探索」

をさせることで特定の問題を解く研究が進められていました。しかし、その方法で解けるのは

「トイ・プログラム（おもちゃの問題）」でしかなく、複雑な現実の問題には到底及ばないことが

次第にわかり、ブームは去ります。

１９８０年代に第２次AIブームが起こりました。コンピューターが知識をたくさん持てば知的判

断の出来る実用的なシステムができるのでは、と挑戦されました。ところが、大量の知識をコン

ピューターに過不足なく記述することや、それを使えるように管理することの難しさが次第に明

らかになり、再びブームは下火になりました。

その後インターネットが普及し、コンピューターの計算力・記憶容量の増大などの技術が進歩

することによって人工知能の研究に変化が起こりました。たとえば、１９９０年代半ばに誕生した検

索エンジンです。２０００年代には、Webの広がりとともに膨大なデータを使って行える「機械学

習」が浸透し始めました。これが第３次AIブームの訪れです。

また、元北海道大学准教授で現在は調和技研に勤める野中秀俊さんは、自分の考えるAIをこ

う説明します。「Intelligenceが知能と和訳されて以来、日本ではAIは人間の脳を模倣し、知能を再

現する試みという解釈が特に強いです。性能としては人間の脳にはまだ及ばないけれど、それに

近づけようとしています」。
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北大発ベンチャー

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

３．重要なのは顧客の課題をともに考えること

次に、中村社長に、調和技研が提供しているサービスについて尋ねてみました。

「いい例は、医療における病理診断です。例えば眼の眼底を写した画像を人工知能の手法であ

るディープラーニング（注）でコンピューターに学習させて、人間の病理医に近い診断をさせる方法

の開発です」と中村社長。

中村社長はこの病理診断で用いた技術について、「これは『機械学習による眼病判別アルゴリ

ズムの研究』といい、ここで使っている画像認識は、『畳み込みニューラルネットワーク（Con-

volutional neural network）』という手法です」と、説明してくれました。

この技術はこれまでにもFacebookのタグ付けの顔検出や、Googleの写真検索・音声認識などに

使われてきました。それを同社は医療現場に役立つシステムに作り上げようと、考えているわけ

です。

中村社長は「当社は実際の研究に基づいたサービスの提供ができます。社員は現場の研究者ば

かりなので、最前線の知見をたくさん持っていることが最大の強みです。AIを使うことで顧客

の希望に最適かどうかの判断が素早くできます」と話します。

いくら評判だからといっても、AIは呪文を唱えれば何でも出てくる魔法の箱というわけでは

ありません。AIを使えば半年後に売り上げが必ず倍になるというような誤解もあります。AIに

限りませんが、新技術を導入するには抱える課題を明確にして、それを解決するためになぜ、そ

れが必要なのかを十分に検討する必要があります。事前に多くのデータも必要であり、そのデー

タがなければ実現可能かどうかの検証には入れないのです。この手続きをPoC（Proof of Concept

＝概念実証）といいます。AIに関して、PoCを行うことが、調和技研の特徴です。

「PoCを行う期間は、顧客との信頼関係を結び、AI導入の難しさを共有する大切な時間です。

検証の結果、AIでは解決が難しいとなった場合でも、顧客の業務課題を他の方法、例えばシス

テム開発などで解決するといった提案はとても重要です」と中村社長は言葉に力を込めます。

大切なのはAIにこだわるのではなく、企業としてユーザーが抱える課題の解決策を一番良い

方法で提示することであり、そこまで責任をもつことが調和技研のあり方です。

（注）ディープラーニングとは、近年注目されているAI手法の一つです。日本語では深層学習と訳され、人間の脳
神経回路を模したニューラルネットワークを用いた機械学習の一つで、ネットワークを多層構造にしてコン
ピューター自らがデータに含まれる特徴を捉え、正確な判断をするようになる技術です。
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北大発ベンチャー

― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

【「機械学習による眼病判別アルゴリズムの研究」のイメージ図】

４．会社の歩みと北海道活性化への取組み

ここで、調和技研の歩みについてご紹介します。

調和技研と北海道大学（以下、北大）との関係は、共同研究を行うのとは少し異なります。北

大大学院情報科学研究科の学生が、大学で学んだ新たな情報技術を地域社会で少しでも早く役立

てたいという思いがベンチャー設立のきっかけだったからです。

調和技研が２００９年１１月に設立され事業を開始した当時、中村社長はまだ同社の社員ではありま

せんでした。大手ソフト会社の人事部に所属をしていた中村社長は、その仕事を通じて、学生時

代に培った力を仕事で発揮できず、悩んでいる若手社員の姿をずっとみてきました。この体験か

ら「若い人に仕事でもっと実践的な経験をさせたい」と考えるようになりました。そうした中

で、調和技研の若い社員が研究現場で奮闘する姿に興味を覚え、「彼らの縁の下の力持ちになろ

う」と、２０１１年１０月に調和技研取締役に就任しました。

中村社長が「北海道を元気にできる」と思っている会社のサービスとして、『びも～る』とい

う地域情報配信システムがあります。２０１０年４月からテスト稼働を開始したこのサービスのテー

マは『地域に貢献しよう』です。祭りやコンサートなどのイベント情報を、アプリを通じて配信

し、人工知能によりWEB閲覧者の好みに合ったイベントやコンテンツなどを紹介するというシ

ステムです。

このシステムは「協調フィルタリング」というレコメンドに関する技術の他に、「ディープ

ラーニング」という最先端の技術も用いられています。多くの人の意見や評価を蓄積・解析して

WEBの閲覧者と同じ様な嗜好傾向を持つユーザーが高評価を与えたものを推薦して紹介すると

いう仕組みです。WEBコマースの先駆者であるAmazonでは早くからこうしたレコメンドの導入

が進み、ユーザーの好みの商品などをパーソナライズしてパソコンのWEB画面に表示させてい

ます。
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北大発ベンチャー

― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

【株式会社調和技研が目指すAI事業】

『びも～る』は、参加者の属性や嗜好、行動情報などを得るスタンプラリーなどの仕掛けを作

り、そこから得たデータ情報を分析・解析して、新たな観光ルートや新商品の開発に活用してい

ます。そこには、使えるデータはどんどん使って盛り上げるという思想があります。

「『びも～る』は、地域のお出かけ情報が埋もれてしまわないように活性化して地域を元気に

する取組みなんです」と中村社長は話します。

５．インタビューを終えて

AI研究の出発点は、人間の知能をコンピューターで再現できるのではないかという問いから

はじまりました。これからの世の中は、新たなAI技術が次々と生まれ、人間が時間をかけ行っ

ていたことを機械が行う様になりそうです。人の仕事は全部AIに取って代わられるという、言

葉も聞くようになりました。しかし、人にしかできないことは必ずあります。

調和技研は、「顧客との対話を通じて『AIで可能なことは何か』を、時間をかけ共有し、最良

の解決策をレコメンド＝推奨しよう」と努力しています。決して人から無理やり仕事を奪うこと

を考えているわけではありません。世の中がますます便利になっていく中で、このまま何も考え

ずに、新たな技術を受け入れ続けるのではなく、立ち止まって考えることも必要なのではないで

しょうか。

最後に、３回のシリーズとして「北大発ベンチャー」をご紹介させていただく機会を与えてく

ださった北洋銀行様、北海道二十一世紀総合研究所様、快く取材を受け入れてくださった企業の

方々に大変感謝いたします。本当にありがとうございました。
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― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

経済コラム 北斗星

遠退く地方創生の足音（「骨太方針」２０１８）
さる６月１５日、政府は「経済財政運営と改革の基本方針２０１８」（いわゆる「骨太方針」）は

じめ「まち・ひと・しごと創生基本方針２０１８」（地方創生基本方針）など一連の政策運営文書

を公表した。骨太方針では、人口減少、少子高齢化が進む中で、持続的な経済成長の実現に

向けて潜在成長率を引き上げるため、「人づくり革命」と「生産性革命」を優先課題として

掲げ、一方、財政については２０２０年度を目標とした基礎的財政収支の黒字化を２０２５年度達成

へと５年間先送りした。

今般の一連の政策基本方針の発表の中で、地方にとって関心の深い「地方創生」問題につ

いてみると、残念ながら政策の具体的中身に乏しく、地方創生に向けての意気込みが次第に

薄れてきているように思えて仕方がない。地方創生は平成２６・２７年度の国及び地方の「総合

戦略」の策定を経て、２８年度から「事業展開」の段階に入っている。５年の計画期間の総合

戦略は、来年３１年度が最終年度だ。昨年２９年度に中間年の総点検を行ったうえで、３０年度の

目玉として打ち出されたテーマが「キラリと光る地方大学づくり」「わくわく地方生活実現政

策パッケージ」だが、実現に向けた政策のイメージは、地方において直ちに実施に向けて具

体的行動に移すという形には必ずしもなっていない。地方創生にとって、現在何が課題で、

何が必要かという点を、ここでもう一度しっかり見極める必要がある。とくに、地方公共団

体において、地方創生のPDCAがしっかり行われているか、大いに気になるところである。

もっとも政府は、地方創生基本方針において、「関係者の中で地方創生についての熱意

（危機意識）が薄れているのではないか」との指摘があることを認めたうえで、各地方公共

団体においては、「自助の精神」を持って、自らのアイディアで、自らの未来を切り拓いて

いくことの重要性を強調しているが、この点は全く同感である。地方創生の推進力の要は、

地方の官民等自らにあることはいうまでもない。政府は、情報支援、人材支援、財政支援の

地方創生版「３本の矢」で支援するとしているが、こうした支援を十二分に活用しながら、

地方創生はあくまで地方の手で成し遂げられるべきものである。ともすると地方創生３本の

矢の財政支援に過度に依存しがちである昨今の傾向はとくに問題である。地方創生推進交付

金はじめその他の助成金の獲得ばかりに関心が向けられ、こうした交付金・助成金の獲得合

戦が終われば、本来の地方創生に対する関心が薄れてしまうようなことでは、地方の未来は

誠に心細い限りと言わざるを得ない。

なお、骨太方針の「これからの時代にふさわしい国土の均衡ある発展」の項目の中で、白

老の地における２０２０年４月の国立アイヌ民族博物館など民族共生象徴空間の開業（年間１００

万人の来場者を目標）に関し、この取り組みとアイヌ文化の伝承、地域振興、産業振興など

との連携を併せて推進し、相乗効果を高めていくことが記載されている。しかし、このこと

が肝心の北海道民に広く知られているかという点になると誠に心細い。先日、ある大学で講

演をした際、国立アイヌ民族博物館が設立されるという事実を知らない学生が大半であり驚

いた。地方創生は、「地方自ら地方の手で」という大原則が改めて問われている。

（平成３０年７月４日 北洋銀行顧問 横内 龍三）

ｏ．２６５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４　　　　　経済コラム　北斗星２７  2018.07.19 17.04.05  Page 24 



年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１０年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１４年度 ９７．３ △３．９ ９８．４ △０．５ ９６．１ △５．３ ９７．５ △１．２ １０４．０ ５．１ １０４．９ ６．１
２０１５年度 r ９４．９ △２．５ r ９７．５ ０．９ r ９５．６ △０．５ r ９６．４ △１．１ r１００．７ △３．２ r１０６．１ １．１
２０１６年度 r ９５．１ ０．２ r ９８．５ １．０ r ９４．２ △１．５ r ９７．２ ０．８ r ９７．８ ２．９ r１０１．９ △４．０
２０１７年度 r ９７．２ ２．２ r１０２．５ ４．１ r ９７．４ ３．４ r１００．４ ３．３ r１１０．９ １３．４ r１０５．９ ３．９

２０１７年１～３月 r ９６．５ １．２ r１００．０ ０．２ r ９５．１ ０．３ r ９８．５ △０．１ r ９９．６ ３．０ r１０９．２ １．８
４～６月 r ９７．７ １．２ r１０１．８ １．８ r ９８．０ ３．０ r ９９．９ １．５ r ９９．８ ０．２ r１０８．９ △０．３
７～９月 r ９６．６ △１．１ r１０２．３ ０．５ r ９６．９ △１．１ r１００．５ ０．６ r ９７．８ △２．０ r１０７．４ △１．４
１０～１２月 r ９８．３ １．８ r１０３．９ １．６ r ９８．３ １．４ r１０１．３ ０．８ r ９８．０ ０．２ r１０９．８ ２．２

２０１８年１～３月 r ９６．２ △２．１ r１０２．５ △１．３ r ９６．６ △１．７ r１００．２ △１．１ r１１２．９ １５．２ r１１３．５ ３．４
２０１７年 ５月 r ９８．１ ０．１ r１００．７ △２．１ r ９８．５ ０．９ r ９８．９ △１．５ r ９９．６ △０．７ r１１０．７ △０．２

６月 r ９７．１ △１．０ r１０１．９ １．２ r ９７．９ △０．６ r１００．５ １．６ r ９９．８ ０．２ r１０８．９ △１．６
７月 r ９６．４ △０．７ r１０１．６ △０．３ r ９６．６ △１．３ r１００．１ △０．４ r ９８．７ △１．１ r１０８．２ △０．６
８月 r ９８．１ １．８ r１０２．９ １．３ r ９７．２ ０．６ r１０１．６ １．５ r ９８．５ △０．２ r１０７．６ △０．６
９月 r ９５．２ △３．０ r１０２．３ △０．６ r ９６．８ △０．４ r ９９．８ △１．８ r ９７．８ △０．７ r１０７．４ △０．２
１０月 r ９８．０ ２．９ r１０２．８ ０．５ r ９８．７ ２．０ r ９９．４ △０．４ r ９７．６ △０．２ r１１０．５ ２．９
１１月 r ９７．９ △０．１ r１０３．５ ０．７ r ９７．３ △１．４ r１０１．３ １．９ r ９８．２ ０．６ r１０９．８ △０．６
１２月 r ９９．１ １．２ r１０５．４ １．８ r ９８．９ １．６ r１０３．３ ２．０ r ９８．０ △０．２ r１０９．８ ０．０

２０１８年 １月 r ９５．２ △３．９ r１００．７ △４．５ r ９５．８ △３．１ r ９８．７ △４．５ r１１０．４ １２．７ r１０９．３ △０．５
２月 r ９５．２ ０．０ r１０２．７ ２．０ r ９５．８ ０．０ r１００．３ １．６ r１１２．７ ２．１ r１０９．９ ０．５
３月 r ９８．２ ３．２ r１０４．１ １．４ r ９８．２ ２．５ r１０１．５ １．２ r１１２．９ ０．２ r１１３．５ ３．３
４月 r ９８．４ ０．２ １０４．６ ０．５ r ９９．１ ０．９ １０３．１ １．６ r１００．４ △０．８ １１２．８ △０．６
５月 p９９．３ ０．９ １０４．４ △０．２ p９８．０ △１．１ １０１．４ △１．６ p１００．７ ０．３ １１３．５ ０．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ９６７，５６３△１．０ １９９，９５２△０．９ ２０９，５４７ △４．１ ６７，０２１ △２．８ ７５８，０１６ △０．１ １３２，９３１ ０．０
２０１５年度 ９６１，５５４ ３．３ r １９９，４００ ２．７ ２１０，１９０ ０．３ ６７，９２３ １．３ ７５１，３６５ ４．０ r １３１，４７７ ３．３
２０１６年度 r ９５３，９０７ ０．４ r １９５，２６０△１．１ r ２０２，８４９ △３．５ r ６５，６０７ △３．４ r ７５１，０５８ １．６ r １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 r ９６２，１１０ ０．９ r １９６，２２３ ０．５ r ２０１，２９１ △０．８ r ６５，３５４ △０．４ r ７６０，８１９ １．３ r １３０，８６９ ０．９

２０１７年１～３月 r ２３４，３０５△０．２ r ４７，５４５△１．５ r ５０，９７１ △３．９ r １６，２４３ △２．２ r １８３，３３４ ０．９ r ３１，３０２ △１．１
４～６月 r ２２９，５３９ ０．５ r ４７，１５６ ０．１ r ４４，９８８ △２．８ １５，２５８ △０．４ １８４，５５１ １．４ r ３１，８９８ ０．３
７～９月 ２３３，９４７ ０．１ ４７，８０２ ０．７ ４７，８０６ △５．３ １５，３４６ △０．２ １８６，１４１ １．６ ３２，４５６ １．１
１０～１２月 r ２６１，５１６ １．５ r ５３，５２２ ０．７ r ５７，２１８ ３．８ r １８，６８１ ０．１ r ２０４，２９８ ０．９ r ３４，８４０ １．１

２０１８年１～３月 ２３７，１０８ １．２ p ４７，７４３ ０．４ ５１，２７８ ０．６ p １６，０６９ △１．１ １８５，８３０ １．４ p ３１，６７４ １．２
２０１７年 ５月 ７７，０９３△０．１ １５，８８１△０．６ １５，００５ △３．８ ５，０６９ △１．１ ６２，０８８ ０．９ １０，８１１ △０．４

６月 ７５，９７０ ０．４ r １５，６９４ ０．１ １５，２５５ △２．２ ５，１９４ ０．２ ６０，７１４ １．２ １０，５００ ０．０
７月 ８１，５５９ ０．４ １７，１７９△０．２ １７，３９６ △５．５ ６，０１０ △２．５ ６４，１６２ ２．２ １１，１６９ １．１
８月 ７８，９７４ ０．９ １５，６５５ ０．７ １５，１１５ △１．１ ４，５５２ ０．５ r ６３，８６０ １．４ １１，１０３ ０．８
９月 ７３，４１４△１．２ １４，９６８ １．８ １５，２９５ △８．９ ４，７８４ ２．１ ５８，１１９ １．１ １０，１８４ １．６
１０月 ７８，００３△０．１ １５，８８８△０．５ １６，５２８ ２．６ ５，１６４ △１．５ ６１，４７５ △０．８ １０，７２４ ０．０
１１月 ７９，４９１ １．４ １６，７１３ １．４ １７，０５０ ３．５ ５，９２４ ２．２ ６２，４４１ ０．８ １０，７８９ １．０
１２月 r １０４，０２２ ３．０ r ２０，９２１ １．２ ２３，６４１ ５．０ r ７，５９４ △０．４ r ８０，３８１ ２．４ r １３，３２７ ２．１

２０１８年 １月 ８１，９３２ ０．７ １６，８２６ ０．５ １７，９２０ △０．９ ５，６５９ △１．４ ６４，０１３ １．２ １１，１６７ １．５
２月 ７３，７５９ １．７ １４，５６５ ０．５ １５，６５４ ２．９ ４，７０２ △１．５ ５８，１０５ １．４ ９，８６３ １．５
３月 ８１，４１７ １．２ １６，３５１ ０．３ １７，７０４ ０．２ ５，７０８ △０．４ ６３，７１２ １．５ １０，６４４ ０．６
４月 ７７，０５２ ０．８ １５，５６４△０．１ １５，１１５ ２．６ ５，００５ ０．２ ６１，９３８ ０．３ １０，５５８ △０．３
５月 ７６，８１８△０．４ １５，６６４△１．４ １５，０４０ ０．２ ４，９４４ △２．５ ６１，７７７ △０．５ １０，７２１ △０．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

ｏ．２６５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.07.17 10.06.06  Page 25 



年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 １３０，０３９ － ４１，７８１ － ２１０，７３８ － ４９，４２３ － １２８，５２２ － ３２，５１７ －
２０１５年度 １３６，８１６ ５．２ ４２，２８８ １．２ ２２９，８２０ ９．３ r ５４，７７６ ９．２ １３１，５８９ ２．４ r ３３，１５９ ２．０
２０１６年度 r １３６，９７８ ０．１ r ４１，９８４△０．７ r ２４２，７１４ ５．６ r ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ r ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 r １４１，３７７ ３．２ r ４３，３４３ ３．２ r ２５５，４６５ ５．３ r ６１，６２４ ６．４ １３０，２８９ ０．６ r ３２，９２０ △０．４

２０１７年１～３月 ３６，７２０ ０．６ １０，６９８ １．５ r ６１，１３５ ４．３ r １４，１５９ ３．０ ２４，７４５ △２．３ ７，２４５ △０．７
４～６月 ３１，０２５ ２．８ ９，８０９ １．１ r ６１，７５８ ５．４ r １５，１６１ ５．６ ３６，７１９ ０．１ ８，７８５ △０．４
７～９月 ３５，９５９ ５．７ １１，３２０ ５．８ ６５，７０７ ５．８ r １５，５３０ ６．６ ３３，０６７ １．６ ８，１９２ ０．１
１０～１２月 ３７，４９６ ４．０ p １１，２８８ ３．７ r ６３，９５１ ４．１ r １５，７３０ ６．１ ３５，４５８ △０．２ ８，７２０ △０．８

２０１８年１～３月 ３６，８９７ ０．５ １０，９２６ ２．１ ６４，０４９ ４．８ １５，２０３ ７．４ ２５，０４５ １．２ ７，２２３ △０．３
２０１７年 ５月 ９，９５２ ０．８ ３，２３６ ０．４ ２０，２００ ６．２ r ５，１２４ ５．８ １３，６２５ △２．８ ３，１２５ △０．７

６月 r １０，１５３ １．８ ３，２５７△２．４ r ２１，２６４ ４．４ r ５，０８４ ５．６ １１，２８５ ２．７ ２，６９８ △０．８
７月 １４，１９０ ２２．５ ４，５９５ ９．４ ２２，２２８ ７．３ r ５，３８３ ６．３ １２，０２９ ４．５ ２，９１０ △０．９
８月 １１，０５５△４．２ ３，５６７ ５．４ ２２，３２６ ４．５ r ５，１９９ ５．８ １１，２５０ １．４ ２，７７５ △０．２
９月 １０，７１４△１．９ ３，１５８ １．２ ２１，１５３ ５．６ r ４，９４８ ７．８ ９，７８８ △１．４ ２，５０７ １．６
１０月 １０，６４６△２．４ ３，１０５△０．６ ２１，０９７ ５．１ r ５，０４７ ４．９ １０，９７９ △１．９ ２，５９９ △５．１
１１月 １１，４４７ ５．９ ３，４３６ ５．６ ２１，０１８ ５．２ r ５，０２０ ６．６ １１，０５３ △０．６ ２，７５０ ０．５
１２月 １５，４０３ ７．４ ４，７４８ ５．３ ２１，８３６ ５．０ r ５，６６３ ６．８ １３，４２６ １．６ ３，３７１ １．６

２０１８年 １月 １２，９５４ ０．７ ３，８２１ ２．８ ２２，７０４ ４．２ ５，０５３ ７．０ ８，２６７ △２．８ ２，４１５ △０．７
２月 ９，９４５ １．７ ３，０７３ ３．８ ２１，４４８ ４．１ ４，８４４ ６．３ ７，２９３ ２．７ ２，１７５ △０．７
３月 １３，９９８△０．５ ４，０３２ ０．２ １９，８９７ ６．１ ５，３０７ ８．７ ９，４８５ ３．８ ２，６３３ ０．４
４月 １０，７９８△１．１ ３，３４２ ０．８ ２１，５１９ ６．０ ５，３３７ ７．８ １２，２９２ ４．１ ２，９７６ ０．５
５月 １０，３２２ ３．７ ３，２４９ ０．４ ２１，１０１ ４．５ ５，３２６ ３．９ １３，２３５ △２．９ ２，９５５ △５．４

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は平成２６年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道客数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１４年度 ５２８，４３４ ３．３ １０５，４４６ ５．３ ２５９，４６９ ０．２ ２８８，１８８ △１．８ １２，３０８ ０．３ ９３０ ３６．３
２０１５年度 ５４４，９６９ ３．１ １１１，２７９ ５．５ ２５５，０５８ △１．７ ２８５，５８８ △０．９ １２，８２３ ４．２ １，２４３ ３３．６
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．２
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５

２０１７年１～３月 １２９，６７０ ２．２ ２７，４００ ２．５ ２６４，７４２ ５．９ ２７９，２７８ △１．６ ２，９９６ ４．１ ４１９ １１．５
４～６月 １３８，４２９ ２．７ r ２９，２０９ ３．２ ２５１，６１６ １．８ ２８２，５９６ ０．７ ３，２９９ ３．１ ３２３ ２６．８
７～９月 １５１，２３３ １．６ ３１，０５７ ２．４ ２５３，７１２ ４．４ ２７６，１０６ ０．８ ４，１４９ ０．９ ４５９ ２６．９
１０～１２月 １４３，５１６ １．３ ２９，７８５ １．４ ２８６，６８１ ０．０ ２９４，１３０ １．３ ３，２８１ ２．５ ４４２ ２３．１

２０１８年１～３月 １３２，５５３ ２．２ ２７，９６８ ２．１ ２６５，７２２ ０．４ ２８５，５１６ ２．２ ３，０４８ １．８ ５１２ ２２．１
２０１７年 ５月 ４７，３９３ ２．４ ９，９６５ ３．６ ２３２，２９２ △４．８ ２８３，０５６ ０．４ １，１５７ ５．４ r １１０ ３１．１

６月 ４６，７８３ ３．１ ９，７３１ ２．９ ２５９，８３４ ７．６ ２６８，８０２ ２．８ １，１９６ ２．５ r １１６ ２１．０
７月 ５２，８２０ ４．７ １０，７６３ ３．１ ２４２，７６２ ０．１ ２７９，１９７ ０．４ １，３１２ ０．７ r １７８ ２４．１
８月 ５０，９８０△０．８ １０，５１３ １．９ ２７５，５２０ １３．９ ２８０，３２０ １．４ １，５３０ ３．６ r １６２ ３２．８
９月 ４７，４３３ ０．８ ９，７８１ ２．１ ２４２，８５５ △０．８ ２６８，８０２ ０．６ １，３０７ △１．９ r １２０ ２３．７
１０月 ４８，１９０△０．１ ９，９８２ ０．６ ３０１，７８６ １３．２ ２８２，８７２ ０．３ １，２２１ ０．６ r １３７ １９．８
１１月 ４５，３３７ ２．２ ９，５２４ １．８ ２６３，１５９ △６．２ ２７７，３６１ ２．４ １，０４０ ４．１ r １２２ ３１．２
１２月 ４９，９８９ １．８ １０，２７９ １．８ ２９５，０９７ △５．６ ３２２，１５７ １．２ １，０２０ ３．３ r １８３ ２０．６

２０１８年 １月 ４４，５２５ １．８ ９，３２３ １．８ ２７２，７６１ △２．０ ２８９，７０３ ３．７ ９６０ △０．１ r １８５ １３．２
２月 ４１，６１９ ２．３ ８，６７５ １．６ ２３６，２２５ △６．２ ２６５，６１４ １．９ ９９９ ５．６ r １８４ ２４．５
３月 ４６，４０９ ２．５ ９，９６９ ２．８ ２８８，１８１ ９．２ ３０１，２３０ １．１ １，０９０ ０．０ p １４３ ３２．４
４月 ４５，３４８ ２．５ ９，７２１ ２．２ ２４６，９４０ △６．０ ２９４，４３９ △０．５ ９９１ ４．７ r １１９ ２３．０
５月 ４７，４８１ ０．２ ９，９７９ ０．１ ２５４，３２２ ９．５ ２８１，３０７ △０．６ １，１１７ △３．５ p １３５ ２２．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

ｏ．２６５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.07.17 15.08.20  Page 26 



年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１４年度 ３２，２２５ △７．８ ８，８０５ △１０．８ １，７６９ △７．４ ４５，０１３ △５．９ ９７，８０５ ０．８
２０１５年度 ３４，３２９ ６．５ ９，２０５ ４．６ １，７６２ △０．４ ４４，０９８ △２．０ １０１，８３８ ４．１
２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１５ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８

２０１７年１～３月 ５，９７６ １０．４ ２，２３３ ３．２ ２４４ △１５．６ １０，７０８ ４．９ ２８，５４６ △１．０
４～６月 １１，２０２ ４．６ r２，４９９ １．１ ６５６ １３．１ １２，３９３ ３．５ ２３，６７３ △１．０
７～９月 １０，５５３ △１．４ ２，４６９ △２．４ ６７９ １５．８ １２，２３８ ３．６ ２５，４７７ △２．５
１０～１２月 ９，７１０ △４．１ ２，４４５ △２．５ ４２１ ５．６ １１，５２１ ６．６ ２３，７３５ ０．０

２０１８年１～３月 ５，５９７ △６．３ ２，０５０ △８．２ ２２７ △７．２ １１，１４１ ４．０ ２８，５９５ ０．２
２０１７年 ５月 ３，４４９ △６．４ ７８５ △０．３ ２２９ ２８．０ ４，０３７ △１０．０ ６，７９７ ０．６

６月 ３，４１２ △１．３ ８７５ １．７ ２５５ △４．０ ４，３８１ ４．０ ８，９４７ △５．２
７月 ３，５９５ ７．５ ８３２ △２．３ ２２０ ２５．０ ３，８１７ １４．１ ７，２１７ △７．５
８月 ３，３０５ △１５．９ ８０６ △２．０ ２１９ １０．４ ４，１５０ △６．９ ７，６６６ ４．４
９月 ３，６５３ ６．４ ８３１ △２．９ ２４１ １３．２ ４，２７１ ６．６ １０，５９４ △３．５
１０月 ３，６５４ △８．５ ８３１ △４．８ １８２ △１３．５ ４，０７６ １５．９ ７，４２８ ２．３
１１月 ３，４５５ △１．２ ８４７ △０．４ １３２ ３５．２ ４，０６６ ６．９ ７，６８０ ４．１
１２月 ２，６０１ △１．３ ７６８ △２．１ １０７ １８．１ ３，３８０ △３．０ ８，６２８ △５．０

２０１８年 １月 １，４１１ △８．１ ６６３ △１３．２ ６６ △３４．５ ３，５５９ △３．４ ６，８９３ ２．９
２月 １，３７３ △２４．８ ６９１ △２．６ ５６ ５１．２ ３，９３８ ０．９ ７，９５９ ２．４
３月 ２，８１３ ７．７ ６９６ △８．３ １０４ △１．６ ３，６４４ １６．７ １３，７４３ △２．４
４月 ３，９６３ △８．７ ８４２ ０．３ ２０２ １６．８ ４，１１３ ３．５ ８，６８９ ９．６
５月 ３，２８２ △４．８ ７９５ １．３ ２０５ △１０．２ ３，８２８ △５．２ ７，９１６ １６．５

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１４年度 １７９，４０３ △９．８ ５０，９４０ △８．３ ６０，３５９ △１３．３ ６８，１０４ △７．７ ４，４５３，５０９ △７．９
２０１５年度 １６８，７０８ △６．０ ５５，１６１ ８．３ ５９，３９０ △１．６ ５４，１５７ △２０．５ ４，１１５，４３６ △７．６
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５

２０１７年１～３月 ５１，５１６ ７．２ １８，３７２ ３．５ １７，３７９ ２０．７ １５，７６５ △１．０ １，３４０，５１１ ７．８
４～６月 ４９，１９４ １５．５ １６，６０３ １１．４ １８，４５１ １５．１ １４，１４０ ２１．２ １，００６，１２３ １３．２
７～９月 ４６，６３９ ５．１ １５，０１８ △１．５ １７，０２７ ７．９ １４，５９４ ９．４ １，０６５，９４０ ４．１
１０～１２月 ３７，２６５ △０．７ １２，２６１ △０．９ １２，７４５ △４．０ １２，２５９ ３．２ ９７３，８０４ △１．６

２０１８年１～３月 ５０，６７２ △１．６ １８，９２５ ３．０ １５，２２０ △１２．４ １６，５２７ ４．８ １，３０３，９１１ △２．７
２０１７年 ５月 １４，５６９ １８．９ ４，７９８ １３．８ ５，２２６ ２２．９ ４，５４５ ２０．３ ３１２，３９０ １３．４

６月 １９，２９９ １５．１ ６，４６５ ２．６ ７，５０８ １７．６ ５，３２６ ３０．７ ３９６，４４９ １５．１
７月 １６，６９６ ２．３ ５，３３２ △１．２ ６，４５０ △１．４ ４，９１４ １２．２ ３５７，２６７ ２．６
８月 １３，２７３ ８．３ ４，１８４ △０．３ ５，１４９ １４．１ ３，９４０ １１．１ ２９０，８２２ ４．１
９月 １６，６７０ ５．６ ５，５０２ △２．７ ５，４２８ １４．７ ５，７４０ ６．１ ４１７，８５１ ５．３
１０月 １２，４８０ ０．５ ４，０２０ △５．３ ４，２４５ ２．２ ４，２１５ ４．９ ３１０，７９１ △１．２
１１月 １３，１９８ △０．６ ４，１０２ ０．１ ４，６３７ △６．８ ４，４５９ ６．１ ３３２，７１４ △２．７
１２月 １１，５８７ △２．２ ４，１３９ ２．６ ３，８６３ △７．１ ３，５８５ △１．９ ３３０，２９９ △０．８

２０１８年 １月 １１，７０７ △４．７ ３，８４３ △８．５ ３，６４６ △１４．１ ４，２１８ ９．９ ３３９，５８１ △１．１
２月 １３，６５８ △３．５ ４，８２０ △３．１ ４，１４９ △８．５ ４，６８９ １．１ ４０１，８０４ △２．８
３月 ２５，３０７ ０．９ １０，２６２ １１．６ ７，４２５ △１３．６ ７，６２０ ４．６ ５６２，５２６ △３．６
４月 １４，３９８ △６．１ ４，３５５ △１８．４ ５，５４９ △２．９ ４，４９４ ５．３ ３０５，０２７ ２．６
５月 １４，３５６ △１．５ ４，５６５ △４．９ ５，３２５ １．９ ４，４６６ △１．７ ３０７，７２１ △１．５

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ２７ ― ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

ｏ．２６５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.07.17 10.06.06  Page 27 



年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１４年度 ８７５，３７０ △７．６ １４５，２２２ △０．３ ０．８６ １．００ ２９，９１３ ５．１ ７３８，８１１ ４．０ ３．９ ３．５
２０１５年度 ７７０，８１１ △１１．９ １３９，６７８ △３．８ ０．９６ １．１１ ３１，１８１ ４．２ ７６９，３８７ ４．１ ３．５ ３．３
２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．５

２０１７年１～３月 １７６，６３７ ８４．０ ２９，５４９ ９．９ １．０５ １．３５ ３３，７０２ ２．９ ８７７，７２６ ５．０ ３．８ ２．９
４～６月 ４３９，２２３ ９．６ ４８，２５１ ２．６ １．０２ １．２４ ３２，３３７ ０．３ ８２６，１３７ ５．６ ３．４ ２．９
７～９月 ２２２，６２９ １．１ ３７，５７３ △７．９ １．１１ １．３５ ３２，８０７ ０．４ ８４８，９９７ ５．４ ３．２ ２．８
１０～１２月 ９０，１３９ １２．３ ２８，３１９ １．１ １．１７ １．４６ ３０，７３８ ５．１ ８４０，１９２ ７．９ ２．９ ２．８

２０１８年１～３月 １３１，１１８ △２５．８ ２４，９３８ △１５．６ １．１５ １．５０ ３３，８５６ ０．５ ８９９，３５７ ２．５ ３．１ ２．５
２０１７年 ５月 １５５，５６６ １３．８ １２，４２１ ８．５ １．０１ １．２２ ３１，７１９ ３．７ ８０３，６３６ ７．２ ３．４ ３．１

６月 １３６，９３７ ２２．５ １５，１８５ △０．６ １．０４ １．２６ ３２，０９７ ０．７ ８４８，０７０ ６．３ ↓ ２．８
７月 ９４，９４２ △２．１ １２，８８８ △５．４ １．０９ １．３１ ３２，３１７ △３．４ ８２０，３５２ ３．３ ↑ ２．８
８月 ７１，７４５ ３．８ １１，４９４ △７．９ １．１０ １．３５ ３２，０１７ １．８ ８４２，７６３ ６．８ ３．２ ２．８
９月 ５５，９４１ ３．５ １３，１９１ △１０．４ １．１５ １．３８ ３４，０８８ ３．０ ８８３，８７５ ６．１ ↓ ２．８
１０月 ４８，７７２ １５．６ １１，７１２ ３．９ １．１６ １．４１ ３４，４３４ ４．８ ８９９，１０４ ６．９ ↑ ２．７
１１月 ２５，４１１ ２２．４ ８，６３３ ５．０ １．１８ １．４６ ２９，９６５ ２．８ ８２５，５６８ ６．５ ２．９ ２．６
１２月 １５，９５４ △７．９ ７，９７３ △６．４ １．１８ １．５２ ２７，８１４ ８．１ ７９５，９０４ １０．４ ↓ ２．６

２０１８年 １月 １１，１１４ １．８ ６，１０１ △１２．８ １．１６ １．５２ ３３，９９０ ６．１ ９０４，５０２ ２．９ ↑ ２．４
２月 １７，７５５ △２２．３ ６，１３９ △２０．２ １．１６ １．５１ ３３，３３０ △２．７ ８９８，１７１ ０．９ ３．１ ２．５
３月 １０２，２４９ △２９．７ １２，６９７ △１４．５ １．１４ １．４６ ３４，２４８ △１．６ ８９５，３９７ ３．７ ↓ ２．５
４月 １５９，４０５ ８．６ ２１，７７７ ５．５ １．０７ １．３５ ３４，７９２ ４．８ ８６６，９３８ ４．９ － ２．５
５月 １５４，９１１ △０．４ １２，８５７ ３．５ １．０７ １．３３ ３２，７０５ ３．１ ８５６，９３３ ６．６ － ２．２

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１４年度 １００．４ ３．０ １００．０ ２．８ ２９１ △１２．６ ９，５４３ △９．４ １０９．９２ １９，２０７
２０１５年度 ９９．８ △０．５ １００．０ ０．０ ２６５ △８．９ ８，６８４ △９．０ １２０．１３ １６，７５９
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４

２０１７年１～３月 ９９．８ １．０ ９９．６ ０．２ ７９ １６．２ ２，０７９ △３．０ １１３．６０ １８，９０９
４～６月 １００．４ １．０ １００．２ ０．４ ７４ １７．５ ２，１８８ ２．８ １１１．０６ ２０，０３３
７～９月 １００．６ １．２ １００．２ ０．６ ５９ △２０．３ ２，０３２ △２．６ １１１．０１ ２０，３５６
１０～１２月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ６５ ３．２ ２，１０６ １．０ １１２．９５ ２２，７６５

２０１８年１～３月 １０１．２ １．４ １００．５ ０．９ ６５ △１７．７ ２，０４１ △１．８ １０８．２０ ２１，４５４
２０１７年 ５月 １００．４ １．１ １００．３ ０．４ ２９ ６１．１ ８０２ １９．５ １１２．２１ １９，６５１

６月 １００．６ １．１ １００．２ ０．４ ２３ ４．５ ７０６ △７．５ １１０．９１ ２０，０３３
７月 １００．４ １．１ １００．１ ０．５ ２３ △２３．３ ７１４ ０．３ １１２．４４ １９，９２５
８月 １００．６ １．３ １００．３ ０．７ １６ △３０．４ ６３９ △１２．０ １０９．９１ １９，５８３
９月 １００．７ １．２ １００．３ ０．７ ２０ △９．１ ６７９ ４．６ １１０．６８ ２０，３５６
１０月 １０１．０ １．４ １００．６ ０．８ ２０ △９．１ ７３３ ７．３ １１２．９６ ２２，０１２
１１月 １０１．２ １．５ １００．７ ０．９ ２７ ２８．６ ６７７ △２．３ １１２．９２ ２２，７２５
１２月 １０１．５ １．５ １００．７ ０．９ １８ △１０．０ ６９６ △２．０ １１２．９７ ２２，７６５

２０１８年 １月 １０１．０ １．３ １００．４ ０．９ １９ １１．８ ６３５ ５．０ １１０．７７ ２３，０９８
２月 １０１．２ １．６ １００．６ １．０ １９ △２６．９ ６１７ △１０．３ １０７．８２ ２２，０６８
３月 １０１．４ １．５ １００．６ ０．９ ２７ △２５．０ ７８９ ０．４ １０６．００ ２１，４５４
４月 １０１．８ １．５ １００．９ ０．７ １６ △２７．３ ６５０ △４．４ １０７．４３ ２２，４６８
５月 １０２．０ １．５ １０１．０ ０．７ ２７ △６．９ ７６７ △４．４ １０９．６９ ２２，２０２

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）

― ２８ ―ほくよう調査レポート ２０１８年８月号

ｏ．２６５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０００～０００　主要経済指標  2018.07.17 15.08.20  Page 28 



年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１４年度 ４６８，５１６ △０．７ ７４６，６７０ ５．４ １，３４９，５００ △２９．５ ８３７，９４８ △１．０
２０１５年度 ４７７，１７４ １．８ ７４１，１５１ △０．７ r１，１３２，８３４ △１６．１ r ７５２，２０４ △１０．２
２０１６年度 ３７５，８１３ △２１．２ ７１５，２５３ △３．５ r ９８３，２４０ △１３．２ r ６７５，２５３ △１０．２
２０１７年度 ３８１，３３０ １．５ ７９２，２２６ １０．８ １，２５３，３５８ ２７．５ ７６７，６９８ １３．７

２０１７年１～３月 １０４，３９１ ４．９ １８９，９７１ ８．５ r ３２４，０６０ ３１．４ r １８６，８１０ ８．７
４～６月 ９１，２８９ △２．６ １８７，８９８ １０．５ r ２８４，９９１ ４６．２ r １８０，８２７ １６．２
７～９月 ９５，３３２ ９．３ １９５，８３８ １５．１ r ２７６，８０３ ３２．８ r １８４，２６６ １４．８
１０～１２月 １００，９７０ １１．６ ２０９，１６８ １３．０ r ３２０，１８５ ２５．３ r ２０１，７６９ １７．０

２０１８年１～３月 ９３，７３９ △１０．２ １９９，３２２ ４．９ ３７１，３７４ １４．６ ２００，８７３ ７．５
２０１７年 ５月 ２６，６４３ △６．５ ５８，５１６ １４．９ r １０５，８７４ ４９．６ r ６０，５６０ １７．８

６月 ２９，８６５ △４．２ ６６，０８０ ９．７ r ８１，６１６ ３７．９ r ６１，７４７ １５．７
７月 ３２，２５３ １２．２ ６４，９４６ １３．４ r ９１，８１６ ５２．７ r ６０，８８０ １６．５
８月 ３４，０５６ ２９．９ ６２，７８５ １８．１ r ９３，６４１ ３３．６ r ６１，８１７ １５．５
９月 ２９，０２３ △１０．１ ６８，１０７ １４．１ r ９１，３４６ １６．９ r ６１，５６９ １２．３
１０月 ３１，４３４ １９．６ ６６，９２９ １４．０ r ９４，６５４ ４０．７ r ６４，１４３ １９．０
１１月 ３２，７１０ ２７．１ ６９，２００ １６．２ r １０１，１６６ １６．０ r ６８，１４８ １７．３
１２月 ３６，８２６ △４．２ ７３，０３９ ９．４ r １２４，３６６ ２３．１ r ６９，４７７ １５．０

２０１８年 １月 ２８，５５６ ８．１ ６０，８６３ １２．３ r １３２，６１７ １４．０ r ７０，３４５ ８．０
２月 ３１，０１０ △８．３ ６４，６３３ １．８ r １１４，８６５ ３．７ r ６４，６３４ １６．６
３月 ３４，１７３ △２２．６ ７３，８２７ ２．１ r １２３，８９３ ２７．７ r ６５，８９３ △０．５
４月 ４１，３２０ １８．８ ６８，２２３ ７．８ r １０７，８１３ １０．６ r ６１，９７８ ５．９
５月 ２９，７５３ １１．７ ６３，２３６ ８．１ p１２８，１９２ ２１．１ p ６９，０４０ １４．０

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０１４年度 １４９，３７７ ２．５ ６，７３７，４４８ ３．５ ９４，８２７ △０．２ ４，５１９，４３７ ３．３
２０１５年度 １５１，５４５ １．５ ７，０１５，１０９ ４．１ ９７，１５２ ２．５ ４，６４５，６０９ ２．８
２０１６年度 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．８ ４，７８４，９４２ ２．６
２０１７年度 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４

２０１７年１～３月 １５６，５９２ ３．３ ７，４５２，９４９ ６．２ ９９，３８２ ２．３ ４，７８４，９４２ ３．０
４～６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７～９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０～１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１８年１～３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
２０１７年 ５月 １５７，２６９ ３．５ ７，５２５，７８５ ５．６ ９８，６７６ ２．５ ４，７５４，７０７ ３．３

６月 １５６，６１５ ３．２ ７，４７７，４８５ ５．０ ９８，９２８ ３．０ ４，７６９，９６１ ３．５
７月 １５５，３６８ ３．８ ７，５２５，０４３ ６．２ ９９，６１８ ３．２ ４，７７０，６７０ ３．４
８月 １５７，８７３ ５．０ ７，５２８，９３８ ６．０ ９９，８８７ ３．７ ４，７６７，６０１ ３．３
９月 １５６，９２９ ３．５ ７，５２０，９３６ ５．２ １００，４９８ ３．４ ４，８０９，６７１ ３．２
１０月 １５６，７２８ ３．９ ７，５９１，６１７ ５．７ １００，６４１ ３．６ ４，７９２，８９９ ３．２
１１月 １５７，４５２ ３．６ ７，６３５，６２３ ５．３ １０１，３４９ ３．０ ４，８１１，０９５ ２．８
１２月 １５９，５１２ ３．７ ７，６００，４８８ ４．１ １０２，２２５ ３．４ ４，８６１，１１２ ２．６

２０１８年 １月 １５７，１８３ ３．６ ７，６２０，３５７ ４．１ １０２，０８１ ３．４ ４，８４７，９５５ ２．６
２月 １５７，８５８ ３．３ ７，６３４，４１８ ４．２ １０２，５４０ ３．５ ４，８４３，２９２ ２．３
３月 １６１，３３４ ３．０ ７，７５１，５８７ ４．０ １０２，２１８ ２．９ ４，８９７，４６７ ２．４
４月 １６０，７３４ ２．８ ７，８３３，２３３ ４．２ １０１，３９５ ２．７ ４，８８７，９６０ ２．７
５月 １６０，３７２ ２．０ ７，８４１，０２７ ４．２ １０１，１７５ ２．５ ４，８７５，６９６ ２．５

資料 日本銀行

主要経済指標（５）
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０１８年４～６月期実績、２０１８年７～９月期見通し）

●北大発ベンチャー
株式会社 調和技研
中村 拓哉 社長に聞く

●経済コラム 北斗星
遠退く地方創生の足音（「骨太方針」２０１８）
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